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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第155期
第１四半期
連結累計期間

第156期
第１四半期
連結累計期間

第155期

会計期間
自平成24年４月１日
至平成24年６月30日

自平成25年４月１日
至平成25年６月30日

自平成24年４月１日
至平成25年３月31日

売上高（百万円） 8,107 8,955 32,693

経常利益又は経常損失（△）（百万円） △247 218 △1,775

四半期純利益又は四半期（当期）純損失（△）

（百万円）
△248 162 △6,989

四半期包括利益又は包括利益（百万円） △424 311 △6,499

純資産額（百万円） 30,204 24,427 24,115

総資産額（百万円） 60,347 57,598 57,756

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり

四半期（当期）純損失金額（△）（円）
△2.83 1.85 △79.44

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 50.0 42.4 41.8

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第155期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

４．第155期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

５．第156期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。　

　

　

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更があった事項は次の通りであ

ります。

　重要事象等の解消について

　当社グループは、前連結会計年度におきまして２期連続して営業損失を計上し、また、多額の特別損失を計上した

結果、重要な当期純損失を計上するに至りました。これにより、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状

況が存在しておりました。

　当該状況を解消するため、当社グループは、売上の拡大及び経費削減に努めました。その結果、当第１四半期連結

累計期間では営業利益及び四半期純利益を計上するに至りました。

　以上により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況は、解消されたと判断しております。

 

２【経営上の重要な契約等】

    当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 (1)　業績の状況　

  当第１四半期連結累計期間のわが国経済は、政府の経済政策や日本銀行の金融政策を背景とした円安・株高傾向

を受けて、企業収益や個人消費の一部に回復の傾向が見られましたが、円安による輸入価格の上昇や中国経済の成

長が鈍化傾向になる等、景気の先行きは依然として不透明な状況が続いております。　

　このような環境下で当社は、徹底したコストの削減に取り組み、成長事業への経営資源の集中、低収益事業対策の

強化等による収益構造の改善に取り組んでまいりました。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は89億5千5百万円（前年同期比8億4千8百万円増）となり、経常利

益は2億1千8百万円（前年同期は経常損失2億4千7百万円）となりました。

　この経常利益に特別利益の投資有価証券売却益4千3百万円、固定資産除却損等の特別損失合計1千5百万円及び法

人税等8百万円を加え、更に法人税等調整額7千6百万円を計上した結果、四半期純利益は1億6千2百万円（前年同期

は四半期純損失2億4千8百万円）となりました。

　

　セグメントの業績は、次の通りであります。

  なお、前第２四半期連結会計期間より、情報の共有化を進め、今後の成長路線を再構築することを目的とした会社

組織の変更に伴い、報告セグメントを「無機化学品事業」、「有機化学品事業」、「電材事業」及び「賃貸事業」の

４区分から、「化学品事業」、「機能品事業」及び「賃貸事業」の３区分に変更しております。　

　　

①化学品事業

　化学品事業では、クロム製品は日本電工㈱からの事業譲受効果により、売上高は大きく増加しました。燐製品は液

晶・半導体業界の稼働が本格回復せず、売上高は減少しました。シリカ製品は紙パルプ業界及び土木関連事業の受

注が回復せず、売上高は減少しました。この結果、化学品事業の売上高は、43億7千2百万円（前年同期比1億4千9百万

円増）となりました。　

　

②機能品事業

　機能品事業では、農薬は順調に推移し、売上高は増加しました。有機電子材料は一部需要家の在庫調整が終了し、売

上高は増加しました。ホスフィン及びホスフィン誘導体は、海外ユーザー向けが伸び、売上高は増加しました。バリ

ウム製品はガラス材料向け製品が好調に推移し、売上高は増加しました。リチウムイオン電池用正極材料はスマー

トフォン向け製品が大幅に伸び、売上高は増加しました。電子セラミック材料は電子材料部品の小型化と出荷の不

振の影響を受け、売上高は減少しました。回路材料はタブレットやスマートフォン向けに順調に推移したものの、大

型パネル向けやパソコン向けの不振の影響により、売上高は減少しました。この結果、機能品事業の売上高は、35億9

千6百万円（同9億6千1百万円増）となりました。　

　

③賃貸事業　

　賃貸事業については、堅調に推移しました。この結果、賃貸事業の売上高は、1億2千8百万円（同－百万円）となり

ました。

　

④その他

　空調関連事業、書店事業については、業界の動向を反映して減少しました。この結果、報告セグメントに含まれない
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事業セグメントの売上高は、8億5千8百万円（同2億6千2百万円減）となりました。

  

 (2)　財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ1億5千7百万円減少し、純資産は3億1千1百万円

増加しております。その結果、自己資本比率は41.8％から42.4％となっております。

　増減の主なものは次の通りであります。

　流動資産では、現金及び預金が2億9千5百万円減少し、受取手形及び売掛金が6億3千7百万円増加しております。

　固定資産では、有形固定資産が5億7千3百万円減少し、投資有価証券が2億1千3百万円増加しております。

　流動負債では、支払手形及び買掛金が8億8百万円増加し、短期借入金が14億9千2百万円増加し、設備関係未払金が5

億4百万円減少しております。

　固定負債では、長期借入金が15億円減少しております。

　株主資本では、利益剰余金が1億6千2百万円増加しております。

　その他の包括利益累計額では、その他有価証券評価差額金が1億3千7百万円増加しております。

  

 (3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

 (4)　研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間における研究開発費は3億6千1百万円であります。なお、研究開発活動の状況に重要な

変更はありません。

　

 (5)　従業員数

①連結会社の状況　

　当第１四半期連結累計期間において、従業員数が前連結会計年度末805名から88名減少しております。その主な理

由は、前連結会計年度において当社が実施しました希望退職制度により、78名退職したことによるものであります。

②提出会社の状況

　当第１四半期累計期間において、従業員数が前事業年度末632名から89名減少しております。その主な理由は、前事

業年度において当社が実施しました希望退職制度により、78名退職したことによるものであります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成25年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年８月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 89,227,755 89,227,755
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

1,000株　

計 89,227,755 89,227,755 － －

　

　

(2)【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　

　　　

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成25年４月１日～

平成25年６月30日　
－ 89,227,755 － 5,757 － 2,267
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(6)【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7)【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成25年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成25年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　1,249,000　　 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 87,739,000 87,739 －

単元未満株式 普通株式    239,755 － －

発行済株式総数 89,227,755 － －

総株主の議決権 － 87,739 －

（注）「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。

　
　

②【自己株式等】

 平成25年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

日本化学工業株式会社
東京都江東区亀戸

九丁目11番１号
1,249,000 － 1,249,000 1.40

計 － 1,249,000 － 1,249,000 1.40

 

２【役員の状況】

　 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成25年４月１日から平成

25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,582 3,287

受取手形及び売掛金 8,946 9,583

商品及び製品 4,390 4,385

仕掛品 2,234 2,265

原材料及び貯蔵品 2,122 2,246

繰延税金資産 407 326

その他 672 581

貸倒引当金 △18 △17

流動資産合計 22,339 22,660

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 30,026 30,028

減価償却累計額 △18,255 △18,465

建物及び構築物（純額） 11,770 11,562

機械装置及び運搬具 2,150 2,244

減価償却累計額 △1,135 △1,185

機械装置及び運搬具（純額） 1,014 1,058

土地 7,940 7,940

リース資産 7,009 7,008

減価償却累計額 △1,246 △1,711

リース資産（純額） 5,762 5,297

建設仮勘定 211 305

その他 6,070 6,090

減価償却累計額 △5,303 △5,360

その他（純額） 766 730

有形固定資産合計 27,466 26,893

無形固定資産

のれん 2,053 1,943

その他 315 327

無形固定資産合計 2,368 2,270

投資その他の資産

投資有価証券 3,855 4,068

長期貸付金 344 98

繰延税金資産 59 59

その他 1,630 1,857

貸倒引当金 △308 △309

投資その他の資産合計 5,580 5,773

固定資産合計 35,416 34,938

資産合計 57,756 57,598
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,385 5,194

短期借入金 7,808 9,301

リース債務 659 657

未払法人税等 54 4

未払消費税等 24 82

賞与引当金 224 102

設備関係未払金 1,012 508

その他 3,595 3,053

流動負債合計 17,765 18,905

固定負債

長期借入金 2,500 1,000

リース債務 7,913 7,750

繰延税金負債 1,381 1,443

退職給付引当金 1,040 1,165

工場跡地整備費用引当金 1,240 1,240

その他 1,799 1,665

固定負債合計 15,875 14,265

負債合計 33,640 33,171

純資産の部

株主資本

資本金 5,757 5,757

資本剰余金 2,269 2,269

利益剰余金 15,553 15,715

自己株式 △349 △349

株主資本合計 23,230 23,392

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 907 1,044

為替換算調整勘定 △21 △9

その他の包括利益累計額合計 885 1,034

純資産合計 24,115 24,427

負債純資産合計 57,756 57,598
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

売上高 8,107 8,955

売上原価 6,882 7,388

売上総利益 1,225 1,567

販売費及び一般管理費 1,402 1,351

営業利益又は営業損失（△） △177 216

営業外収益

受取利息及び配当金 35 34

持分法による投資利益 － 22

為替差益 － 36

その他 55 19

営業外収益合計 90 111

営業外費用

支払利息 70 85

持分法による投資損失 6 －

その他 83 24

営業外費用合計 160 109

経常利益又は経常損失（△） △247 218

特別利益

投資有価証券売却益 － 43

特別利益合計 － 43

特別損失

固定資産除却損 40 11

投資有価証券評価損 33 4

特別損失合計 73 15

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△321 247

法人税、住民税及び事業税 12 8

法人税等調整額 △84 76

法人税等合計 △72 84

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△249 162

少数株主利益又は少数株主損失（△） △0 －

四半期純利益又は四半期純損失（△） △248 162
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△249 162

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △181 137

持分法適用会社に対する持分相当額 5 11

その他の包括利益合計 △175 149

四半期包括利益 △424 311

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △424 311

少数株主に係る四半期包括利益 △0 －
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【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次の

通りであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

減価償却費 918百万円 751百万円

のれんの償却額 － 110
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

　 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円)

　
　報告セグメント その他

（注）１
　

合計
調整額
（注）２
　

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

化学品事業 機能品事業 賃貸事業 計

売上高         

外部顧客への売上高 4,223 2,635 128 6,9861,1218,107 － 8,107

セグメント間の内部売上高

又は振替高
7 － 6 14 53 68 △68 －

計 4,231 2,635 135 7,0011,1748,175△68 8,107

セグメント利益又は損失（△） 102 △327 78 △145 △37 △183 5 △177

（注）1.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、空調関連事業及び書店事業等を含ん

でおります。　

2.セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去によるものです。　

3.セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。　

 　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

１.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円)

　
　報告セグメント その他

（注）１
　

合計
調整額
（注）２
　

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

化学品事業 機能品事業 賃貸事業 計

売上高         

外部顧客への売上高 4,372 3,596 128 8,0978588,955 － 8,955

セグメント間の内部売上高

又は振替高
8 － 6 15 54 70 △70 －

計 4,381 3,596 135 8,1129139,026△70 8,955

セグメント利益又は損失（△） 169 △57 82 194 16 211 4 216

（注）1.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、空調関連事業及び書店事業等を含ん

でおります。　

2.セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去によるものです。　

3.セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

 

２.報告セグメントの変更等に関する情報

　前第２四半期連結会計期間より、情報の共有化を進め、今後の成長路線を再構築することを目的とした会社組織

の変更に伴い、報告セグメントを「無機化学品事業」、「有機化学品事業」、「電材事業」及び「賃貸事業」の４

区分から、「化学品事業」、「機能品事業」及び「賃貸事業」の３区分に変更しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したものを

開示しております。　　   
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下の通りであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
△2.83円 1.85円

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（百万円）
△248 162

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期

純損失金額（△）（百万円）
△248 162

普通株式の期中平均株式数（千株） 87,979 87,977

（注）１．前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損

失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

      ２．当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年８月９日

日本化学工業株式会社

取締役会　御中

 新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 市村　　清　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 井上　秀之　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本化学工業株式

会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成25年４月１日から

平成25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本化学工業株式会社及び連結子会社の平成25年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期　　　

　

　報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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